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平成平成平成平成 13131313 年年年年 3333 月期月期月期月期    個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要 平成 13 年 5 月 15 日 

上 場 会 社 名 日本管財日本管財日本管財日本管財    株式会社株式会社株式会社株式会社 上場取引所 大   証 

コード番号  9728 本社所在都道府県          

問合せ先 責任者役職名 取締役 経理部長 兵  庫  県 

     氏    名 森 山  憲 久   TEL(0798)35-2200 

決算取締役会開催日 平成 13 年 5 月 15 日     中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 13 年 6 月 28 日 
 
１．13 年 3 月期の業績（平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日） 
(1) 経営成績                                     (注)金額は百万円未満四捨五入 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

13 年 3 月期 31,143 (5.7) 2,352 (6.6) 2,507 (3.4) 
12 年 3 月期 29,464 (5.6) 2,207 (0.8) 2,424 (3.5) 

 

 当 期 純 利 益 1 株当たり 当期純利益 

潜在株式調整 
後 1 株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

13 年 3 月期 1,208 (△5.3) 71 87 ― 10.5 16.8 8.0 
12 年 3 月期 1,276 (11.4) 83 49 ― 12.0 17.5 8.2 

（注）① 期中平均株式数   13 年 3 月期 16,813,219 株   12 年 3 月期 15,281,408 株 
② 会計処理の方法の変更   有 
③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（年 間） 配当性向 株主資本 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

13 年 3 月期 20 00 10 00 10 00 340 28.2 2.9 
12 年 3 月期 20 00 0  0 20 00 309 24.2 2.8 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

13 年 3 月期 15,479 11,863 76.6 697 13 
12 年 3 月期 14,421 11,215 77.8 724 99 

（注）期末発行済株式数  13 年 3 月期  17,016,656 株  12 年 3 月期  15,469,688 株 

２．14 年 3 月期の業績予想（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 15,615 1,181 583 10  00 ― ― 
通  期 33,100 2,752 1,339 ― 12 00 22 00 

（参考）1株当たり予想当期純利益(通期)  72 円 39 銭 

上記 1 株当たり予想当期純利益は、平成 13 年 5 月 18 日付の株式分割後の発行済株式数
（18,718,321 株）を考慮した、期中平均株式数に基づき算出しております。
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１１．個別財務諸表等  
  (1) 貸借対照表   

（単位：千円未満切捨て） 
当 期 

(平成13年3月31日現在) 
前 期 

(平成 12年 3月 31日現在) 
期 別 

 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増  減 
 

(Δは減) 

（ 資 産 の 部 ） 
 
 

％  ％  
 

流 動 資 産 10,340,121 66.8  9,793,838 67.9 546,282 
現 金 及 び 預 金 6,370,555  6,046,102  324,452 
受 取 手 形 98,331  202,379  △104,047 
売 掛 金 3,598,305  3,043,757  554,547 
有 価 証 券 ―  208,639  △208,639 
自 己 株 式 48  76  △27 
貯 蔵 品 4,290  4,272  17 
前 払 費 用 88,327  120,778  △32,451 
未 収 入 金 8,001  32,014  △24,013 
短 期 貸 付 金 15,053  2,020  13,032 
繰 延 税 金 資 産 92,452  91,074  1,378 
そ の 他 の 流 動 資 産 68,755  54,722  14,033 
貸 倒 引 当 金 △4,000  Δ12,000  8,000 

固 定 資 産 5,139,256 33.2 4,627,067  32.1 512,188 
有 形 固 定 資 産 (2,865,564) (18.5) ( 2,846,802) ( 19.7) (18,762) 
 建 物 1,914,707  1,919,562  △4,854 
 構 築 物 52,534  37,808  14,725 
 機 械 装 置 9,916  13,012  △3,095 
 船 舶 150  150  ― 
 車 両 運 搬 具 6,751  9,923  △3,171 
 工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 240,668  262,709  △22,041 
 土 地 573,635  573,635  ― 
 建 設 仮 勘 定 67,200  30,000  37,200 
無 形 固 定 資 産 (27,147) (0.2) (   27,453) (  0.2) (△305) 
 電 話 加 入 権 18,604  18,094  509 
 ソ フ ト ウ ェ ア 8,543  9,358  △815 
投 資 そ の 他 の 資 産 (2,246,544) (14.5) ( 1,752,812) ( 12.2) (493,731) 
 投 資 有 価 証 券 439,065  138,766  300,299 
 関 係 会 社 株 式 396,878  351,878  45,000 
 出 資 金 8,000  8,000  ― 
 長 期 貸 付 金 66,248  13,148  53,099 
 長 期 前 払 費 用 4,417  6,595  △2,178 
 賃借不動産保証金・敷金 408,390  409,302  △911 
 各 種 会 員 権 413,390  424,670  △11,280 
 繰 延 税 金 資 産 166,945  52,599  114,345 
 そ の 他 379,182  360,851  18,330 

 貸 倒 引 当 金 △35,973  Δ13,000  △22,973 

資 産 合 計 15,479,377 100.0 14,420,906 100.0 1,058,471 
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（単位：千円未満切捨て） 

当 期 
(平成13年3月31日現在) 

前 期 
(平成12年3月31日現在) 

期 別 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増  減 
 

(Δは減) 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債 3,392,969 21.9 3,151,825 21.8 241,144 

 支 払 手 形 84,968  48,882  36,086 

 買 掛 金 1,462,936  1,443,965  18,971 

 未 払 金 41,579  30,228  11,350 

 未 払 消 費 税 等 209,890  213,068  △3,177 

 未 払 法 人 税 等 548,000  540,000  8,000 

 未 払 給 料 394,113  392,994  1,119 

 未 払 社 会 保 険 料 213,441  100,986  112,455 

 預 り 金 143,007  36,770  106,236 

 前 受 金 9,644  15,998  △6,353 

 賞 与 引 当 金 282,751  324,452  △41,701 

 そ の 他 の 流 動 負 債 2,636  4,479  △1,843 

固 定 負 債 223,575 1.5 53,650 0.4 169,925 

 役員退職慰労引当金 169,925  ―  169,925 

 預 り 保 証 金 53,650  53,650  ― 

負 債 合 計 3,616,545 23.4 3,205,475 22.2 411,069 

（ 資 本 の 部 ）      

資   本   金 1,805,400 11.6 1,805,400 12.5 ― 

資  本  準  備  金 1,693,400 10.9 1,693,400 11.8 ― 

利 益 準 備 金 214,016 1.4 161,000 1.1 53,016 

そ の 他 の 剰 余 金 8,184,471 52.9 7,555,630 52.4 628,841 

 別 途 積 立 金 6,860,000  5,910,000  950,000 

 当 期 未 処 分 利 益 1,324,471  1,645,630  △321,158 

その他有価証券評価差額金           △34,456 △0.2 ― ― △34,456 

資 本 合 計 11,862,832 76.6 11,215,430 77.8 647,401 

負債及び資本合計 15,479,377 100.0 14,420,906 100.0 1,058,471 
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  (2) 損益計算書   

（単位：千円未満切捨て） 
当 期 

自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

前 期 
自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12 年 3 月 31 日 

期 別 
 
科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

増  減 
 

(Δは減) 

  ％  ％  

売     上     高 31,142,982 100.0 29,463,941 100.0 1,679,040 

売  上  原  価 25,251,082 81.1 23,753,617 80.6 1,497,464 

売 上 総 利 益 5,891,899 18.9 5,710,324 19.4 181,575 

販売費及び一般管理費 3,539,652 11.3 3,503,365 11.9 36,287 

営 業 利 益 2,352,247 7.6 2,206,958 7.5 145,288 

営 業 外 収 益 187,265 0.6 241,992 0.8 △54,726 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 61,976  79,786  △17,809 

有 価 証 券 売 却 益 ―  52,927  △52,927 

投資有価証券売却益 2,979  ―  2,979 

高齢者身障者雇用助成金 32,589  30,336  2,253 

そ の 他 89,719  78,942  10,777 

営  業  外  費  用 32,943 0.1 24,992 0.1 7,951 

支 払 利 息 1,576  1,653  △76 

有 価 証 券 売 却 損 ―  2,214  △2,214 

有 価 証 券 評 価 損 ―  8,536  △8,536 

単位株式の変更諸経費 16,247  ―  16,247 

そ の 他 15,119  12,588  2,531 

経 常 利 益 2,506,569 8.1 2,423,958 8.2 82,610 

特  別  利  益 ― ― 34,784 0.1 △34,784 

投資有価証券売却益 ―  34,784  △34,784 

特  別  損  失 272,152 0.9 94,376 0.3 177,775 

固 定 資 産 除 却 損 557  12,809  △12,252 

投 資有価証券評価損 29,196  7,063  22,132 

ゴ ルフ会員権評価損 14,280  74,504  △60,224 
過年度役員退職慰労引当金 

繰 入 額 
160,108  ―  160,108 

退職給付会計基準変更時差異償却 52,841  ―  52,841 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 15,170  ―  15,170 

税引前当期純利益 2,234,417 7.2 2,364,366 8.0 △129,949 

法人税、住民税及び事業税 1,116,813 3.6 1,132,731 3.8 △15,917 

法 人 税 等 調 整 額 △90,772 △0.3 Δ44,168 Δ0.1 △46,604 

当 期 純 利 益 1,208,376 3.9 1,275,804 4.3 △67,427 

前 期 繰 越 利 益 303,277  270,321  32,956 

過 年 度 税 効 果 調 整 額 

中 間 配 当 額 

― 

170,165 
 

99,505 

― 
 

△99,505 

170,165 
中間配当に伴う利益準備金 

積 立 額 
17,016  ―  17,016 

当 期 未 処 分 利 益 1,324,471  1,645,630  △321,158 
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  (3) 利益処分案   

（単位：千円未満切捨て） 
期 別 

 
項 目 

当 期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

前 期 
自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12 年 3 月 31 日 

増  減 
 

(Δは減) 

当 期 未 処 分 利 益 1,324,471 1,645,630 △321,158 

これを次のとおり処分します。    

利 益 準 備 金 22,100 36,000 △13,900 

利 益 配 当 金 170,156 309,353 △139,197 

 (1 株につき普通配当 10 円) 
     普通配当 18 円 
     記念配当 2 円 

 

取 締 役 賞 与 50,000 47,000 3,000 

別 途 積 立 金 750,000 950,000 △200,000 

次 期 繰 越 利 益 332,215 303,277 28,938 
 
(注) 当期の中間期において、中間配当 170,165 千円(1 株につき 10 円)、これに伴う利益準備金積立

17,016 千円を実施しております。 

1株につき 
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 (4) 重要な会計方針  

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法 
(2) その他の有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 
 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
 総平均法により算定） 

時価のないもの        総平均法による原価法 

２．たな卸資産 
貯  蔵  品 最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固形資産 
定率法 
ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 及 び 構 築 物            6 ～ 50 年 
その他の有形固定資産  2 ～ 15 年 

(2) 無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間に基づく定額法を

採用しております。 

(3) 信託建物（投資その他の資産に含まれる） 
定率法 
ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建     物            8 ～ 34 年 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、実際支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異（158,524 千円）については、３年による按分額を費用処理してお

ります。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内(6 年間)による定額法によ

り、翌期から費用処理することとしております。 
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(4) 役員退職慰労引当金  
役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給見積額を計上しており

ます。 
 
（会計処理の方法の変更） 

役員退職慰労金は、従来、支払時の費用として処理しておりましたが、内規に基づく期末
要支給見積額を計上する方法に変更いたしました。 
なお、過年度負担額につきましては 3年間にわたって引当計上することといたしました。 
この変更は、役員退職慰労金の内規に基づく支給の定着化及び役員退職慰労金の引当計上

が定着しつつある会計慣行を勘案し、役員退職慰労金の一時的な費用の発生による期間損益の
歪みを回避するとともに、過年度の費用を早期に充足し財務体質の健全化を図ることを目的と
したものであります。この変更により、当期においては、内規に基づく期末要支給見積額のう
ち、当期発生額 14,357 千円を販売費及び一般管理費に、また、過年度発生額 160,108 千円を
特別損失にそれぞれ計上しております。 
この結果、従来の方法と比較して営業利益及び経常利益が 14,357 千円、税引前当期純利益

が 169,925 千円減少しております。 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
つきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．消費税等の会計処理 
税抜方式を採用しております。 

 

（ 追 加 情 報 ） 

（退職給付会計） 
当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によっ
た場合と比較して、退職給付に係る費用が 27,374 千円減少し、経常利益は 80,215 千円、税
引前当期純利益は 27,374 千円増加しております。 
また、当期末は前払年金費用を計上しており、貸借対照表の投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しております。 

（金融商品会計） 
当期から金融商品会計に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法、ゴルフ会員権
等の会計処理方法及び貸倒引当金の計上基準について変更しております。この結果、従来の
方法によった場合と比較して、経常利益は 6,237 千円、税引前当期純利益は 17,182 千円増
加しております。 
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券のすべてを投資

有価証券として表示しております。その結果、期首時点における流動資産の有価証券は
208,639 千円減少し、投資有価証券は同額増加しております。 
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[ 注 記 事 項 ] 

（貸借対照表関係）  
 当  期 前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,216,432 千円 1,031,118 千円 
  投資その他の資産の減価償却累計額（信託建物）  74,928 千円 63,403 千円 

２．担保に供している資産 
建   物 219,617 千円 87,304 千円 

土   地 143,847 千円 143,847 千円 

合   計 363,465 千円 213,151 千円 

なお、当期、前期ともに期末現在該当する借入債務はありません。 

３．自己株式の数 33 株 30 株 

４．会社が発行する株式の総数 28,000,000 株 28,000,000 株 

発 行 済 株 式 の 総 数 17,016,656 株 15,469,688 株 

５．当期中の発行済株式数の増加内容  

  平成 12 年 5 月 19 日付  株式分割(1→1.1) 1,546,968 株  

６．期末日満期手形 
  期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当期末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含
まれております。 

     受取手形  25,796 千円    支払手形  22,639 千円 

（損益計算書関係） 

１．営業外収益のうち関係会社に対するものとして、受取配当金 54,000 千円、雑収入
36,000 千円がそれぞれの科目に含まれております。 

２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 当 期 前 期 

建      物 165 千円 6,950 千円 

構   築   物 ― 1,769 

機 械 装 置 6 46 

車 両 運 搬 具 105 367 

工具・器具・備品 279 3,675 

合      計 557 12,809 

（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計相当額及び期末残高相当額 

 当 期 前 期 

取 得 価 額 相 当 額 737,232 千円 689,953 千円 

減価償却累計額相当額 373,913 千円 379,221 千円 

期 末 残 高 相 当 額 363,318 千円 310,732 千円 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内 131,436 千円 133,003 千円 

１  年  超 239,540 千円 186,164 千円 

合  計 370,977 千円 319,167 千円 
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３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
 当  期 前  期 
支 払 リ ー ス 料 172,849 千円 181,061 千円 
減価償却費相当額 161,356 千円 168,607 千円 
支払利息相当額 10,689 千円 10,103 千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数として残存価額を零とする、定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への
配分方法については、利息法によっております。 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当  期 

 （平成 13 年 3 月 31 日現在） 

(1) 流動資産の部 千円 

繰 延 税 金 資 産  

未払事業税否認 48,300 

賞与引当金損金算入限度超過額 31,288 

各種会員権評価損否認 12,600 

そ  の  他 264 

繰延税金資産合計 92,452 

(2) 固定資産の部 

繰 延 税 金 資 産 

役員退職慰労引当金損金不算入額 71,368 

貸倒引当金損金算入限度超過額 12,132 

各種会員権評価損否認 37,289 

有価証券評価損否認 15,690 

その他有価証券評価差額金 24,950 

そ  の  他 17,010 

繰延税金資産合計 178,441 

繰延税金負債との相殺 △11,496 

繰延税金資産の純額 166,945 

 

繰 延 税 金 負 債  

           前払年金費用 11,496 

繰延税金資産との相殺 △11,496 

繰延税金負債の純額 ― 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率等との差異の原因となった主な
項目別の内訳 

 当  期 
 自 平成 12 年 4 月 1 日 
 至 平成 13 年 3 月 31 日 

法定実効税率 42.0％ 

（ 調 整 ）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1  

住民税均等割等 1.8 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 Δ1.0 

その他 2.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.9％ 

 

 

 

 
 12．役員の異動  

 

該当事項はありません。 

 

 

 

以 上 


